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私の大学院論

岩男喜美了（武蔵工業大学環境情報学部教授・慶膳義塾大学名誉教授）

大学院のあり方や検討すべき課題は，専攻分野により

大きく異なっていると思われる。以下に述べることは，

基本的には塾の社会学研究科を念頭においたものであ

る。なお，研究科委員は学内の教員から選任されている

ため，人事に係る問題は重要ではあるが，本稿ではとり

あげないことにする。

教育・研究理念の明確化

社会が急速に変化するなかで，大学院をとりまく環境

も研究・教育のあり方も大きく変わりつつある。研究の

グローバル化が進み，新たな研究の地平が広がり，評価

の枠組みも変わるに伴い，大学院教育に求められるもの

も変容していく画そうしたなかでは，国内のみならず国

外の大学院を巻き込んだ大学院間の競争が一層激化する

ことは必至であり，伝統ある大学院であっても，魅力的

な教育・研究プログラムを提供しない限り，優秀な院生

を惹きつけることはむつかしい。

こうした状況を踏まえて，まず研究科としては，推進

する大学院教育の狙いと期待される成果，研究科の指導

方針や性格といった基本的な踊念を明確にする必要があ

る。各専攻についても同様に理念の検討が必要になろ

う。その結果，研究科の個性が明らかになって，日本の

大学院教育に多様性や競争が生まれ，さまざまな尺度で

その優劣がはっきり評価されることになると思われる。

次の１０年あるいは１５年の社会や学術の動向を見据

えて，どのような人材を育てることに重点を置こうとし

ているのかが明らかになれば，入学試験の方針や内容も

自ずから決まってくる。研究科の特色とプログラムを明

示すれば，学内進学者に傾斜している状況から，研究科

の個性に惹かれた意欲あふれる人材を院生として国内外

から集めることができよう。

研究科として限られたスタッフや予算のなかで魅力を

最大化するためには，ＰＤ,ＲＡなどの採用計画を含め，

研究環境の重点的改善策について戦略的な対応をとるこ

とが必要になる。どこをどのように改善すれば，どのよ

うな効果が期待できるか，他大学院の動向も念頭におき

ながら，計画を練る必要があるだろう。資金の足りない

分は，まず優れたアイデアで補っておけば，次第に必要

な資金もついてくるのではないだろうか。確保できたと

しても資金は有限であるが，知恵やアイデアは無限であ

る。知的集団である大学が自らのためにその知力をフル

に活用しないのはもったいないと思う。

私の記憶する限り，私が社会学研究科の委員をしてい

た間に，指導理念を正面からとりあげて徹底した議論を

行ったことはなかったように思う。また，本稿を執筆す

るにあたり，インターネットで社会学研究科の教育・研

究理念などに関する情報にアクセスしようとしたが，手

に入れることは出来なかった。優れた個人商店が並んで

いても，店内の商品が外から見えないようでは，買い物

客もなかに入ることを鵠路するのではないだろうか。

大学院課程の複線化

現在の制度では，人学者全員修士課程と博士課程に分

かれて在籍する“この制陛自体を院生や学界および国際

社会をふくめた社会のニーズに相応しく再編する余地は

ないものだろうか。

将来，大学やシンクタンクなどに籍をおき，研究・教

育に従事することを目指す院生のためには，最初から

terminalPhD,courseとでもいうべき修士・博士課程

を統合した４年または５年の博士課程を設けるべきで

はないかと私は考えている。そうすれば指導プログラム

も全課程を通したものを効率よく組み立てることができ

るはずである。

無論，院生のなかには，修士課程を終えた時点で将来

を考えたいという者もいるだろう。あるいは修士課程を

終えた後，実社会での経験を横んだうえで博士課程に進

学したいと考える者もいるだろう。こうした人々のニー

ズにも対応できるよう現行のシステムも並存させ，多様

なコースから選択ができるようにすることである。

他方，社会人や主婦などに大学院教育への一般的関心

やニーズが高まっている状況を踏まえた対応も必要にな

ろう。また，技術革新や新たな社会問題に適切に対処で

きるよう大学院で知識のバージョン・アップをはかりた

いと考える人もいる。例えば，多様で複雑な臨床課題に

関するカウンセリング技術の向上を望むカウンセラー

や，新たな情報メディアの出現と社会的インパクトにと
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まどうマスコミ従事者などのためには，修士課程のプロ

グラムで十分ではないだろうか。こうした人々のために

は，昼間仕事をしながら修士課程を履修できるような，

ニーズと目的に叶った指導をすればよかろう。また，短

期間で修士課程を修了したい人のためには，１年間で課

程を終えて修士論文を提出できる集中プログラムなども

検討に値するのではないだろうか。今後，益々多様なメ

ニューが求められることは間違いないと思われる。

入学定員

現在は私学であっても，文部科学省によって入学定員

が定められている。私には文部科学省が定員を管理して

いる理由がよく理解できず，早急に規制緩和すべきだと

考えている。当然のことながら，魅力的なスタッフを揃

え，充実した教育・研究環境を用意している大学院には

多くの優秀な院生が集まり，そうではないところには定

員に関わりなく院生が集まらないはずである。研究科が

擁するスタッフでは十分な指導ができないほど人学者数

を多くすれば，スタッフの補充をしない限り院生は指導

体制に不満を抱き，そうした情報が広く伝わって入学希

望者は減少するはずである。必要とする施設や指導体制

などは個々の大学院の事情と判断にまかせて競わせれば

よいのではないだろうか。

私は本年度，文部科学省の２１世紀ＣＯＥプログラム

に関わったが，審査の過程で旧帝大をはじめ国立大学で

も人文科学分野における博士課程の定員が極めて少ない

ことを知った。それは，博士課程を修了し，学位を取得

する者の就職先を国内の大学を中心とした教育研究機関

に限定して想定しているからではないだろうか。しか

し，慶雁の大学院から巣立つ人々が，縮小が見込まれる

国内の大学に就職すると想定する必要はない。グローバ

ル化が進む今日，アジア諸国を始めさまざまな国の機関

でキャリアを発展させることを視野に入れた指導体制を

組み立ててほしいものである。今日，多くの国際機関で

研究や実務に従事する専門スタッフは，博士号をもって

いることが採用条件となっている。

広範な専門知識の習得

仮に大学への就職を考えたとしても，研究の細分化が

進むなかで，現行の学習体制で十分かどうかを検討して

みる必要がある。博士論文執筆に向けてエネルギーを集

中させることは必要だが，現在は修士課程から，時には

学部の卒業論文からひとつのテーマを視野狭窄的に掘り

下げて研究する院生が珍しくないのである。これでは，

ごく限られた分野の専門性は身につくと思われるが，心

理学といった専門分野全般に関する広範な知識の習得が

十分にできるか甚だ疑問である。広い専門知識をもたず

に大学に就職して学部生の教育に当たろうとすると，そ

こで求められるものと自分の専門知識とのギャップに悩

むことになるのではないだろうか。

私が学んだイエール大学大学院心理学部の場合，院生

は全員心理学部に用意された５つの専門分野から主専

門分野と副専門分野を選び，そのいずれでも専門家とし

て教鞭をとることができるように訓練されていた。私の

場合，「パーソナリティと社会心理学」が主専門であり，

｢発達心理学」が副専門であった。更に，最初の２年間

に，専門領域以外の授業を最低２科目履修することが求

められる。この仕組みは今日でも変わっていない。こう

した制度のお陰で，最初の就職先であったハーバード大

学教育学部大学院の修士課程で私が担当した「児童の心

理・社会的発達」という科目は，私の博士論文研究とは

関係がなかったが，私に教えることができると認められ

たのである。日本の場合，学部から同一領域を専攻する

ことが多く，そのうえ，学部から学内の大学院に進学す

ることが多いことを考えると，専門分野を強制的に広げ

る工夫が必要であると思う。そして，それは就職機会を

増やすことにもつながるはずである。

質の保証

どのような理念に基づいて大学院教育を展開するにし

ても，重要なことは課程を履修し，学位論文を提出して

学位，とりわけ博士号を取得する人々の専門知識や研究

能力，創造的思考力などの水準を一定以上に保つことで

ある。あまり好ましい噸えではないが，説明のために課

程博士を製品に置き換えると，徹底した品質管理により

一定水準以上の質を保証することであり，それは研究科

としていわば製造物責任を果たすことである。（本稿を

書き終えたところに大学某準協会から資料が届き，「国

際的に通用しうる高等教育の質保証」という国際シンポ

ジウムが開かれたことを知った。これは高等教育機関の

質を問題にしているようであるが，私は個々の学位取得

者の質を問題にしている｡）

日本ではどこの大学で博士号を授与されたかを，研究

者の能力の重要な判断に用いることはあまりないように

思う。しかしアメリカの場合，少なくともＰｈＤの学位

については，どこの大学のＰｈ.Ｄであるかが問題とさ

れ，大きな意味をもつ。それは，Ａという大学の学位を

もっている人間であれば，研究者として少なくともＸ
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程度の能力があると判断することができるからである。

つまり，院生に対する指導内容とその成果が保証され，

もし途中の段階で成果が要求水準に達していない，ある

いは達すると期待できないと判断された場合には，他大

学院に転校することを含め排除するという形で院生の

質を保っている”なお，退学させる場合にはterminal

PhD､courseに在譜する院生であっても，修士号を与え

て辞めさせ，在籍期間が無駄にならないような配慮もさ

れるようだ。

ところで，質の管理にはそのために考案されたプログ

ラムの提供に加えて，個々の院生の学習状況や研究の進

捗状況を研究科あるいは専攻として十分把握している必

要がある口問題があればどのように軌道修正すべきかを

責任をもって指呼しなければならない。そこで，学期ま

たは学年の終わりの研究科委員会で，在籍者ひとりひと

りの状況が長所・短所をふくめて指導教授より報告さ

れ，委員会の議論に基づいた評価と改善点などを院生に

通知することが出来ないものだろうか。

実は，これかイエール大学での私の経験で，学期の終

わりになると，便茎１枚程度に委員会の議論の要旨を纏

めたものが研究科長から届くことになっており，院生は

みなこれをはらはらしながら待った記憶がある。当時は

毎年１２名の院生を入学させていたが現在は１５名とな

り，６０余名の全在籍者ひとりひとりの状況を約５０名の

教授陣が集団責任体制でしっかりと把握し，指導する仕

組みになっている。

そしてこうしたことを実現するには，委員が教育や研

究に専念できるよう支援スタッフが必要である。教育・

研究に必要な資料の収集，被験者とのコンタクト，口述

した推薦状の作成，原棉の校正，学会出張の下配，研究

費の管理などをする研究補佐が欠かせない。

集団指導体制の確立

上で述べたように，ＰｈＤの質の管理は，個々の指導教

授の責任に委ねられるというよりも，研究科全体あるい

は専攻全体としての集団指導体制によってはじめて維持

可能となる。

かって社会学研究科に課題を検討するグループがつく

られたことがあった。そこで私が提案者のひとりとなっ

たものに，研究計画書の提出と指導教授と副指導教授と

いう複数指導体制がある。前者についてはうまく機能し

ているようにみえるが，後者はどうであろうか。専門の

細分化が進むなか，指導教授ひとりで十分な指導ができ

るとは思えない。それにもかかわらず、自分についてい

る院生を囲い込むようにして指導するケースを目の当た

りにし，その弊害の除去にこのような制度の必要性を痛

感した次第である。濃密な子弟関係と，広い視野から批

判的複眼的に研究テーマに接近することとは全く矛盾し

ないはずである。しかし，副指導教授を決めるという形

の複数指導体制はあまりうまく機能していないようで残

念である。イエール大学の場合，院生は指導教授陣（３

名のアドヴァイザー）を決めるにあたり，「いろいろな人

に当たってみることを勧める（encouragedtoshop

around)」とされている。

また，院生は博士課程に進学する際に指導教授を決め

る現行の制度よりも，１年目の前期の終わりまでに関心

領域を絞り込み，それに基づいて２名ないし３名の指導

教授チームを決めることにすれば，閉鎖‘性も緩和される

のではないだろうか。

院生の研究能力の向上

院生の研究能力はさまざまな方法で磨くことができる

が，有効な方法のひとつは複数の指導教授それぞれと

チームを組んで共同研究プロジェクトに参加することで

あろう。アイデアを出す段階から先行研究のレビュー，

研究の実施，成果を論文にまとめ学会発表をするに至る

一連のプロセスに繰り返し携わることにより，研究者と

して自立するに必要な経験をつみ，能力を磨くことがで

きる。また，定期的に院生と教授陣が研究成果を発表し

あい，活発な議論をたたかわす機会も重喫である。イ

エール大学の場合そうした会合は週一回行われ，院生・

教授陣ともに出席か義務づけられていた。こうした議論

のなかから新たなアイデアも湧くことが期待できるし，

専門領域を越えたコラボレーションも生まれ，院生の成

長にとってよい刺激となることが期待できる。

また，院生は研究成果を国内および国際研究集会で発

表し評価を受けると共に，国際的な学術活動に必要なマ

ナーや議論の経験を積むことが求められる。そのために

必要な経済的支援に加えて，翻訳サービス，英語で論文

を執筆するための学術英語クラスなどの支援体制を整

え，情報発信ﾉﾉの向上を図って欲しいと思う“

物理的研究環境を整えることも不可欠である。スペー

スの限られた三田ではむつかしいが，院生が学内で２４

時間いつでも落ち着いて勉強できるような院生のための

研究室の確保や，在籍期間を通じたパソコンの貸与など

は，新しい大学院では既に実施していることである。あ

わせて，院生たちがリラックスした雰囲気で議論をたた

かわせ、活発な知的交流をするためのラウンジ・スペー
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スを用意することの効用は，きわめて大きい。週末には

他の院生や教授陣の家庭に招かれて，深夜まで議論する

機会の多いアメリカの大学院生に対抗するには，どのよ

うな手立てが必要か更なる検討が望まれる。

経済的支援

優秀な院生を集めるためには，当然のことながら院生

やＰＤのための奨学金や研究費を充実させる必要があ

る。とくに博士論文研究のためには，海外調査をはじめ

多くの費用がかかり，経済的支援の拡充は不可欠であ

る。

奨学金については，ひとたび奨学生に選抜されても毎

年見直しを行い，努力した成果次第で金額の増減がある

ようにし，院生の学習や研究に対するインセンティブを

高めることが望ましい。

また，院生指導のためには，必要に応じてかなり柔軟

に支出できる研究費を個々の研究科委員に配分すること

が必要ではないだろうか。私が現在勤務する大学では，

固定額に上乗せして指導している院生の人数に応じて配

分される大学院研究費が個々の委員に配分されており，

院生の学会参加費用や実験機器の購入などに当てられて

いる。

博士論文審査

社会学研究科における博士論文審査で，主査を務めた

経験者は推しも身を削るような思いをしたことがあるの

ではないだろうか。審査は慎重かつ適切なものでなけれ

ばならないことは当然である。しかし，現行のままでよ

いか，検討の余地があるように思う。

まず，主査と副査の選定であるが，通常指導教授が主

査となる。本来であれば，指導教授・副指導教授を含ま

ない審査チームが編成されるべきであるが，実際には外

部の副査を含めても研究科委員を中心に限られたスタッ

フから主査・副査を選ばなければならない。つまり，学

位請求論文の指導を担当した教授陣は指導が十分かつ適

正であったかを問われる側に身を置いているにも拘わら

ず，その人たちが論文審査をすることになっている。こ

れでは適正な審査が可能であるか疑問が残る。

ひとつの案は，研究科委員会で論文審査を行う代わり

に，まず専攻中心に指導教授以外の委員による論文査読

に加えて，学位請求者による口頭発表の機会を設けて専

攻所鵬の委員全員による瀞査を行い，研究科委員会はそ

の報告を了承することにする。現在のやり方は，論文審

査というよりも，主査を中心とする審査チームに対する

審査という面も否定できない。また論文自体について

は，他の専攻の委員から内容よりも極めて形式的な問題

点の指摘がなされることがあるが，こうしたことは請求

者が所属する専攻の審査にまかせることにしてもよいの

ではないだろうか。

教育・研究体制に対する評価

大学院の教育・研究体制全般について，外部評価を含

め定期的に検討を加え，院生にとっても教授陣にとって

もより魅力的な研究科にする努力が求められる。評価と

それに対する対応については，今後情報開示の要求が強

まることを想定しておくべきであろう。全国の大学院が

それぞれ知恵を絞り，魅力的な大学院づくりを進めてい

るとき，ただぬるま湯につかっていては明るい未来はみ

えてこない。独立行政法人化を控え，多くの国立大学が

真剣に大学院の将来像を構想しているいま，慶雁には国

立大学が到底真似のできないような，画期的で魅力あふ

れる大学院づくりを期待している。


